
福島工業
代表 竹内豊文

事業計画書 電子分解炉を用いた革新的なリサイクル業
SDGs時代に即した環境に負荷をかけない解体事業

本計画はこれまで主に解体業、及び収集運搬業が主な事業を行っておりましたが、
コロナ禍の影響で売り上げ減少により、
既存事業の体制を維持し、電子分解炉･製炭炉を用いた革新的なリサイクル業に参入するためにのものです。
現状、コロナ危機対応を含めた借入枠は限度額目前であるが、SDGｓに対応した新技術の開発もしくは獲得のため
には資金は必要である。よって、諸般の費用を補助申請するものであります。
弊社のような中小企業として新しい取り組みを始める先駆けを担い、周辺企業や地域経済の救済基盤となることが
できればと本計画を実施するに至りました。
収益性と独自性を両立させた事業体として社会貢献活動に取り組む所存です。
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1. 事業体の概要

本計画の「中小サービス事業者の生産性向上のためのガイドライン」要件へのあてはめについて

（１）新規顧客層への展開:市内周辺の解体事業者１）誰に

（３）独自性・独創性の発揮:後述する機能を備えたリサイクルシステム２）何を

（６）価値や品質の見える化:相場より安価で、且つ短時間、回収保障で残土なし３）どのように

補助事業実施のための社内外の体制（人材、事務処理能力、専門的知見等）について

申請加点要件である「社内外の体制（補助事業を実施するにあたって社内では誰がどんな業務を担当するのか）」
については製品の有能なスペックを活かし、既存スタッフ1名の交代管理制で実施する計画であり、
既存事業のシナジー効果を相まって（公募要領P22（２）技術面④）にも「補助事業実施のための技術的能力が備
わっているか」を十分に満たすものと判断しております。

法人代表者役職・名称:竹内 豊文商号又は名称:福島工業

本社所在地:三重県松阪市舞出町397ｰ1

創業・設立日（西暦）2007年1月従業員数:8人資本金

解体業中分類項目名079コード主たる事業（日本標準産業分類中分類ベース）

webページ:電話番号:0596-62-0131

補助事業の主たる事業実施場所 三重県松阪市舞出町397ｰ1

□国内 □海外□本社所在地と同一 □本社所在地と異なる

事業署名:福島工業所在地:三重県松阪市舞出町397ｰ1

解体業／一般廃棄物収集運搬業

事業所である松阪市周辺の解体業を主とし事業展開してまいりました。

解体業／一般廃棄物収集運搬業

事業所である松阪市周辺の解体業を主とし事業展開してまいりました。

① 基本情報

② 事業概要

2. 事業環境
(ア) 申請要件について
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(イ) 事業環境

本事業の収益構造は非常にシンプルで、人件費と重機の減価償却費のみであるため、非常に収益率が高い。但し、重機自体は高額であるため、設備投資に
関する費用は大きく、この資金をいかに確保するかが鍵となる。事業内容と特徴

近年の労働人口減少とＳＤＧｓの思想により、産廃処理業
に対しては、生産性向上や廃棄物発生量の減少、低炭素化、
再資源化率向上といった特殊技術開発、ＣＳＲ調達といった
信頼性向上が強く求められる。
そのような専門性、それに付随する特殊技術、技能を開発取得
した業者の先行優位性を得るための企業努力を進め、壊せば
それでいいという時代から、どのように壊すか（後処理まで含めて）
のメソッドをＳＤＧｓの思想の下に確立する。

顧客ニーズ

【ミクロ】
ＳＤＧｓが叫ばれる中、日本式のＳ＆Ｂは批判の対象
となり続けてきた。壊すのではなく、うまく再利用するという
思想のもと、廃材を出す解体事業に対して、どのようなブ
レーキがかかるかが不透明であり、業界の将来性を楽観す
るのは危険になっている。また、所有者不明土地の解消に
向けた民事基本法制の見直し等の行政の動向もあり、
解体業者の市場規模は、さらに加速すると予測される。

事業展開の対象地域である松阪市内でも
コロナ影響による事業閉鎖、移転を要因とした
解体事業案あ兼の件数は増加している。

【マクロ】
日本の空き家数は年々増加しており、昭和38年と比較して約16倍までになっており、その市場
規模は5.3兆円に上る。スクラップ＆ビルドを旨としてきた日本では老朽化した建築物はリフォームで
はなく建て替えの対象であり、解体案件は今後、さらに増加するとともに、ＳＤＧｓの思想から特
殊技術が求められる。

市場規模

事業開始以来、上述の沿革に記載の通り着実に売り上げを伸ばし、規模の拡大に成功しておりましたが、新型コロナウィルスの影響を受けてからは、既存取引
企業からの売り上げが伸び悩んでおります。当社の財務状況
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(ウ) SWOT分析
弱み強み

内部環境

 労働力が限定されている
 有事の際対応が難しい
 新たな設備投資や研究開発のための資金が不足

 産廃の発生時点からリサイクルまでサプライチェーンを拡大できる
 解体業や収集運搬業で培ったノウハウや設備を活かせる
 将来的な方針が前向き

【解決策の提議】
 非対面式の販路を取り入れ感染症対策にも努める、また積極的に

外部の専門家にアウトソーシングする。

【向上のために】
■当事業で培ったノウハウを積極的にマニュアル化し活用していく

脅威機会

外部環境

 後継者不足による地域の生産力低下
 参入障壁が低くレッドオーシャン化の可能性
 SDGsに基づく法規制強化の可能性

 成熟市場であるため新規企業の参入可能性が低い
 視察の受け入れにより知名度が高い
 独自技術を獲得できればブルーオーシャンを独占できる

【講じる対策】
 価格競争に負けない基盤づくりを構築し、有事に備えた人員の確保

や保障、商品保管などの対応について社内整備を心がけておく。

【逃さない準備】
 提携企業と円滑な連携をとるため、部門毎に適切な業務分担の振り分

けと責任者の配置、各担当者の技能向上の教育を実施する。

(エ) 補助金の必要性について

事業基盤を構築する段階では
⑴設備投資に相当額の資金比重の転換が必要となるためサービスの低価格化
⑵効率的な販売チャンネルの整備
⑶ターゲットを絞る

ことが重要であると考えます。
そのため⑴に対して設備投資、⑵に対しての販促費、⑶に対し効果的にアプローチするための外注費に後述の資金を充てたいと考えております。
既存事業の体制を維持し、既存の（B to C）の販路から（B to B）に対してサービス提供を行うために上述の設備投資（・電子分解炉・）を必須とし、
同じく必要経費である販促費、宣伝費などは外注費やコンサル、委託費として最小限で対処します。
加えて実施体系を構築するための労務費、備品購入費が必要であり、諸般の少額な費用に関しては自己財源を充てる予定をしています。
ただし、今後の事業拡大に伴う諸経費を想定した場合、相応の運転資金を保持しておくことも好ましいと考えております。
このまま先行きが不透明な経済回復を待つのではなく積極的に経営方針を変えていくべきと考え一念発起し、本計画を実施するに至りました。

事業基盤を構築する段階では
⑴設備投資に相当額の資金比重の転換が必要となるためサービスの低価格化
⑵効率的な販売チャンネルの整備
⑶ターゲットを絞る

ことが重要であると考えます。
そのため⑴に対して設備投資、⑵に対しての販促費、⑶に対し効果的にアプローチするための外注費に後述の資金を充てたいと考えております。
既存事業の体制を維持し、既存の（B to C）の販路から（B to B）に対してサービス提供を行うために上述の設備投資（・電子分解炉・）を必須とし、
同じく必要経費である販促費、宣伝費などは外注費やコンサル、委託費として最小限で対処します。
加えて実施体系を構築するための労務費、備品購入費が必要であり、諸般の少額な費用に関しては自己財源を充てる予定をしています。
ただし、今後の事業拡大に伴う諸経費を想定した場合、相応の運転資金を保持しておくことも好ましいと考えております。
このまま先行きが不透明な経済回復を待つのではなく積極的に経営方針を変えていくべきと考え一念発起し、本計画を実施するに至りました。
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その1. 補助事業の具体的取り組み内容

① 提供価値

既存事業では解体業、収集運搬事業を展開しているが、ＳＤＧｓ時代に即した環境に負荷をかけない解体
事業を目指して、電子分解炉を用いた革新的なリサイクル業への新規事業展開を図る。
合わせて、本システムの導入により当社のビジネスの母体である解体業界の二大課題である「産廃処理場不足」と
「職人不足」に対する抜本的な解決を図る。
産廃業者、バイオマス事業の需要の推移は増加傾向にあり、今後の自然環境保護の意識向上と相乗効果を
得るため、ビジネスの媒体を転換することは絶大なメリットとなり得る。
現状の産廃処理業界の仕事は大手企業に一極集中したものだけに中小企業のパイオニアとしての地位を築き
先行利益を狙う

既存事業では解体業、収集運搬事業を展開しているが、ＳＤＧｓ時代に即した環境に負荷をかけない解体
事業を目指して、電子分解炉を用いた革新的なリサイクル業への新規事業展開を図る。
合わせて、本システムの導入により当社のビジネスの母体である解体業界の二大課題である「産廃処理場不足」と
「職人不足」に対する抜本的な解決を図る。
産廃業者、バイオマス事業の需要の推移は増加傾向にあり、今後の自然環境保護の意識向上と相乗効果を
得るため、ビジネスの媒体を転換することは絶大なメリットとなり得る。
現状の産廃処理業界の仕事は大手企業に一極集中したものだけに中小企業のパイオニアとしての地位を築き
先行利益を狙う

実施計画名:電子分解炉を用いた産廃処理システム構築による環境負荷低減

当社が新規事業転換に一念発起した理由と参入余地

“電子分解炉”を用いたリサイクルシステム

※通常、処理が困難な“医療系（注射針）”、“介護系
（オムツ）”も効果的に処理が可能 !!

電子分解炉は可燃性有機廃棄物を熱分解し、セラミック状の
灰に転換（無機化＆リサイクル可能）して大幅に減容する廃
棄物処理装置である。
① 低コスト、② 高い減容率、③ 無公害の特徴を持ち、特に、
含水率が高い、オムツ、糞尿に対する効果的な処理、注射針
などの医療系廃棄物の処理も可能である。
当社のような中小企業がリサイクル事業に参入した事例が少
ない中で直近では環境意識やSDGsの意識が高い大手、もし
くはゼネコン、ハウスメーカー、大手産廃業者、自治体に対して
も営業戦略を明確化し活動実績を作ることで、類似の顧客に
対してへの販路を拡大していく。
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環境意識やＳＤＧｓの意識が強い企業や自治体を想定する
● 大手ゼネコン、中堅ゼネコン ● 国及び地方自治体 ● 老朽化物件を抱えるオーナー ● 産廃業者 など
※本計画で設置する機器設備に対し、基本的に障害や運営上の制限がないとした場合

環境意識やＳＤＧｓの意識が強い企業や自治体を想定する
● 大手ゼネコン、中堅ゼネコン ● 国及び地方自治体 ● 老朽化物件を抱えるオーナー ● 産廃業者 など
※本計画で設置する機器設備に対し、基本的に障害や運営上の制限がないとした場合

(ア) 想定顧客とターゲット

(イ) ポジショニング戦略 (ウ) 成功企業のペルソナ

(エ) 費用対効果
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費用対効果

支出 収入 収益

本補助により、初年度に右表に示す設備投資
(約1,465百万円)を行い、リサイクル施設として
運営していく。
初年度で約6,000万円の売り上げを見込む。 初
年度で投資費用を回収でき、以降も安定的な
収益を得ることが可能である。

金額(万円)数量単価(万円)投資項目

1,40011,400電子分解炉

50150運搬、設置費

1,4501,450合計

既存事業は高単価･単発型
であるため、新規事業では継
続的な受注を獲得できるよ
う、まずは敢えて低価格戦略
を採ることで自治体にアプロー
チできるポジションを狙う。将
来的には価格以外の差別化
戦略を採ることで高単価を目
指した戦略へと方針を切り替
える。

設備投資（ 合計約1,465万円

低単価だが安定
受注が可能!

解体業
収集運搬業

高単価

低単価

単発型
新規事業

産廃処理
リサイクル

現状:縮小傾向

その1. 補助事業の具体的取り組み内容
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市場の特徴

成⾧戦略

市場の特徴と成⾧戦略

その2. 将来の展望

前述の環境省の調査のように、産業廃棄物処理業の市場規模は5.3兆円
（H22年度）と推計されている。
さらに、産業廃棄物処理だけでなく、一般廃棄物処理・リサイクル業全体として
（推計）12兆円を超える巨大な市場となっている。

産業廃棄処理許可業者における業種別売上高（左図）によると“収集運搬の
み”の事業者の場合、その売上が1,000万円以上の事業者は2割程度と市場
規模は小さい。一方、産廃処理大手業者は家電リサイクル法や建設リサイクル
法等各種リサイクル制度への対応等の独自性を持つことで事業規模を拡大し、
年間売上が100億円を超える企業も徐々に増加している。

許可業者における産業廃棄物処理業の売上高

（データ出典）環境省「H23年度産廃処理業実態調査業務報告書」より

リサイクル業への進出

•環境に負荷をかけない電
子分解炉を使ったリサイ
クル技術の確立

自社の独自性を活かす

•既存事業として建物解体
や収集運搬業事業を展
開しており、既存の関係
者や一部設備の流用、産
廃に対する知識やノウハウ
があり。

他社との差別化と優位
性の確保

•特に中小事業者で将来
の環境適応まで織り込ん
だ動きをしているところは少
なく、独自のポジションを獲
得することで優位性を獲
得する。

シナジー効果創出

•解体、収集運搬事業で
発生した産廃の後工程で
ある産廃処理やリサイクル
を新規事業とすることでサ
プライチェーン拡大を図り、
シナジーを得る。

今回導入する“電子分解装置”にてリサイクル技術を確立し、新たに進出するリサイクル業界で独自性をもつことでサプライチェーンを拡大、シナジー
効果を創出する。



「電子リサイクルシステム」は小型化が可能なため、以下の分野での有効性が期待されている。
1．外食企業の各店舗での廃棄物処理
2．コンビニ等小型店舗での廃物処理
3．商業ビルのレストランフロアでの廃棄物処理
4．マンション棟での廃棄物処理
5．病院での医療用廃棄物、食品残滓
6．災害地における廃棄物処理（廃棄物の“地産・地処理”）

今回の計画の完遂を前提に、将来的には、今回得られたノウハウを元にメーカーとも提携し、上記への設置、斡旋も視野に入れていく。

成⾧戦略
（続き）

当機器を使用しての産廃処理リサイクル業は、

①営業努力やスタッフの役務提供に対する依存度が低い。
②設備の処理能力による寄与度が高い（24時間の連続運転が可能）
③市場規模が拡大傾向

であることから、確実な費用回収が可能と考えている。
（これまで処分費を払っていたコストも無くなる）

また、後述のスペックから公募要領P22（２）技術面④）
「補助事業実施のための技術的能力の要件を問題なく満たすものと判断できます。

収益見込みと
特徴

デジタル技術

事業を展開するにあり自社内でランディン
グページを開設し、非対面型の販路を整備
していく。
情報の更新が簡易となるように、ホーム
ページは SNS と連動した構成とする。

事業を展開するにあり自社内でランディン
グページを開設し、非対面型の販路を整備
していく。
情報の更新が簡易となるように、ホーム
ページは SNS と連動した構成とする。

地域経済波及

来期以降、社員10名ほどの採用見込んでおり、
地元での積極的な求人活動により地方の雇用創
出に寄与できるものと考える。

来期以降、社員10名ほどの採用見込んでおり、
地元での積極的な求人活動により地方の雇用創
出に寄与できるものと考える。

低炭素技術

電子分解炉はその運用に当たり、・排ガスが
少なく・補助燃料が不要。また排出後のセラ
ミックス上の灰は、炭素残留量が極めて少な
く、後処理無しにリサイクルが可能。

電子分解炉はその運用に当たり、・排ガスが
少なく・補助燃料が不要。また排出後のセラ
ミックス上の灰は、炭素残留量が極めて少な
く、後処理無しにリサイクルが可能。

（参考） フューチャーエナジー社製 電子リサイクルシステム 801型

その2. 将来の展望
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建設又は設置等を行う事業実施場所取得予定価格
（税抜き）

建物又は製品等分類（日本標準商品分類、中
分類）

建物の事業用途又は
機械装置等の名称・型番

本事業所内¥14,000,000電子分解炉 801型機械装置・システム構築費

本事業で取得する主な資産

（E）積算基
礎
（（A）事業
に要する経費
の内訳（機械
装置名、単価
×数量等））

（C）補助金交
付申請額
（（B）補助対
象経費×補助率
以内
（税抜きの
額））

（B）補助対
象経費
（税抜きの
額）

（A）事業に
要する経費
（税込の額）

経費区分

2/3
（D）
補助率

上記の通り¥9,333,333¥14,000,000¥15,400,000機械装置・システム構築費
(単価50万円以上)

機械装置・システム構築費
(単価50万円未満)

外装

内装及び電装

什器設置類

技術導入費

専門家経費

¥333,333¥500,000¥550,000運搬費

クラウドサービス利用費

外注費

¥9,666,667¥14,500,000¥15,950,000合計

支出経費内訳
●医療系リサイクル:単価￥5000×20ｋｇ/1日×年間250日
＝￥2500万
（※1ｌｇあたり処分費の相場は約￥8000前後 ）

●介護系リサイクル:単価￥1600×50ｋｇ/1日×年間250日
＝￥2000万
（※1ｌｇあたり処分費の相場は約￥2000前後 ）

●その他、解体業務での同業者のリサイクルで年￥1000～1500万
を想定

※1）最終処理の業界相場の80%以下の低価格で受注しても高
利益が実現可能

※2）導入機器電子分解炉 801型の処理能力は約300ｋｇ/日
のため、算出根拠、実稼働に懸念はない

想定収
益

その3.全社全体の事業計画
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5年後4年後3年後2年後1年後補助事業終了年度
（基準年度）直近の決算年度科目

¥349,388,482¥317,625,893¥288,750,812¥257,813,225¥232,264,167¥189,140,201¥127,797,433①売上高

¥12,988,668¥11,807,880¥10,734,436¥9,584,318¥8,634,521¥6,256,899¥3,400,005②営業利益

¥12,370,398¥11,245,816¥10,223,469¥9,128,098¥8,223,511¥6,002,563¥2,042,253③経常利益

¥65,562,191¥59,601,992¥54,183,629¥48,378,240¥43,584,000¥34,050,000¥58,935,419④人件費

¥7,565,550¥7,565,550¥7,565,550¥7,565,550¥7,565,550¥7,565,550¥6,039,188⑤減価償却費

¥86,116,408¥78,975,421¥72,483,615¥65,528,108¥59,784,071¥47,872,449¥68,374,612付加価値 （②＋④＋⑤）

80%65%51%37%25%／／伸び率

／／／／／¥16,115,000¥17,556,551⑥設備投資額

¥59,661,594¥54,237,812¥49,307,102¥44,024,198¥39,661,440¥30,985,500¥16,299,759⑦給与支払総額

93%75%59%42%28%／／伸び率（％）

収支計画

新規事業にて付加される収益見込みの内訳

128 128 128 128 128 128 128

0 61
104 130 161 190 222

0

50

100

150

200
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400

通年 基準年度 1年後 2年後 3年後 4年後 5年後

(百万円)

既存事業 新規事業

＜事業全体に要する経費調達一覧＞
資金の
調達先

事業に要する経
費(円)区 分

¥6,283,334自己資金

その他出資
（Ｃ）

¥9,666,666
補 助 金
交付申請額

借 入 金

そ の 他
（Ａ）
¥15,950,000

合 計 額

資金の
調達先

事業に要する経
費(円)区 分

¥4,000,000自己資金
借 入 金

その他出資¥5,766,666そ の 他
（Ｃ）

¥9,766,666
合 計 額

資金調達内訳
本計画については百五銀行に実施内容についての相談をしてをしており、前向き
に支援する旨の回答を得ています。
また、補助金の採択を条件に親交の深い企業様から出資の内定を得ています。

その3.全社全体の事業計画


